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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (千円) － － － － 3,745,802

経常利益 (千円) － － － － 800,731

当期純利益 (千円) － － － － 465,628

純資産額 (千円) － － － － 2,764,809

総資産額 (千円) － － － － 4,795,141

１株当たり純資産額 (円) － － － － 29,826.95

１株当たり当期純利

益金額
(円) － － － － 5,052.37

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － － － － 4,658.74

自己資本比率 (％) － － － － 57.7

自己資本利益率 (％) － － － － 19.1

株価収益率 (倍) － － － － 17.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － － － － 1,598,267

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － － － － △1,421,339

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － － － － 178,368

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) － － － － 2,249,976

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

(人)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

91

(11)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (千円) 53,491 323,642 1,263,909 1,937,286 3,745,802

経常利益 (千円) 20,806 120,079 444,221 467,175 800,745

当期純利益 (千円) 19,528 66,096 266,889 273,829 465,723

持分法を適用した場

合の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 20,000 20,000 100,410 742,914 835,935

発行済株式総数 (株) 400 400 76,200 86,400 92,695

純資産額 (千円) 20,096 86,193 554,382 2,120,886 2,765,088

総資産額 (千円) 34,225 228,348 940,894 3,649,887 4,795,341

１株当たり純資産額 (円) 50,242.04 215,483.34 7,275.36 24,458.55 29,829.96

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利

益金額
(円) 48,821.57 165,241.31 3,598.40 3,525.07 5,053.40

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － － 3,248.77 3,152.15 4,659.69

自己資本比率 (％) 58.7 37.8 58.9 57.9 57.7

自己資本利益率 (％) 189.0 124.4 83.3 20.5 19.1

株価収益率 (倍) － － 175.36 44.54 17.6

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 8,183 67,996 399,213 137,645 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △409 △31,898 △145,625 △1,145,396 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 2,000 209,470 2,382,570 －

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 10,212 48,311 511,370 1,886,189 －

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

(人)
－

(1)

－

(3)

14

(9)

50

(17)

91

(11)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第６期以前の持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しないため

記載しておりません。
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３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第３期及び第４期は潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４．第４期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありましたので記載しておりません。

５．平成17年４月22日付で株式１株を37株に分割し、平成17年７月２日付で株式１株を５株に分割しておりま

す。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げる

と以下のとおりとなります。

回次 第３期 第４期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月

１株当たり純資産額 （円） 271.58 1,164.77

１株当たり当期純利

益金額
（円） 263.90 893.20

　（注）　なお、当該数値については監査法人の監査を受けておりません。

６．第６期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

７．第７期より連結財務諸表を作成しているため、第７期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及

び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社ゲームポット(E05541)

有価証券報告書

 4/81



２【沿革】

年月 事項

平成13年５月 オンラインゲームポータルサイト「gamepot.co.jp」の運営を目的として、株式会社コミュニケーショ

ンオンライン（現株式会社アエリア）とガガメルドットコム社（韓国）の合弁契約に基づき、株式

会社ゲームポットを東京都港区に設立（資本金20,000千円）

平成13年11月 ソフティアン社（韓国）がガガメルドットコム社（韓国）の保有する当社株式196株（49％）を取

得

平成14年７月 ケイディーディーアイ株式会社（現ＫＤＤＩ株式会社）の携帯電話端末向けアプリケーション

（EZWEB）のゲームコンテンツの配信を開始

平成15年３月 株式会社アエリアがソフティアン社（韓国）の保有する当社株式196株（49％）を取得し、株式会社

アエリアの100％子会社となる

平成16年５月 ＫＤＤＩ株式会社の第３世代携帯電話端末の新プラットフォーム（BREWfi）向けゲームコンテン

ツの配信を開始

平成16年８月 オンラインゴルフゲーム『スカッとゴルフ　パンヤ』の配信を開始

平成16年11月 オンラインゴルフゲーム『スカッとゴルフ　パンヤ』の有料サービスを開始

平成17年７月 コミュニティサイト『プチコミ』のサービスを開始

平成17年12月 札幌証券取引所アンビシャスに株式を上場

平成17年12月 政治経済MMORPG『君主』の配信を開始

平成18年３月 政治経済MMORPG『君主』の有料サービスを開始

平成18年８月 本社事務所を東京都港区高輪に移転

平成18年８月 モバイルコンテンツ『パンヤmobile』の有料サービスを開始

平成18年９月 ソネットエンタテインメント株式会社（旧ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社）と資

本提携

平成18年10月 スタイリッシュアクションMMORPG『CABAL ONLINE』の配信を開始

平成18年11月 株式会社ポンスビックの株式を取得し資本業務提携

平成18年11月 スタイリッシュアクションMMORPG『CABAL ONLINE』の有料サービスを開始

平成18年12月 ストラテジーアクションMMORPG『ファンタジーアース　ゼロ』の配信を開始

平成18年12月 当社100％出資により株式会社GPパートナーズを設立

平成18年12月 ストラテジーアクションMMORPG『ファンタジーアース　ゼロ』の有料サービスを開始

平成19年２月 株式会社GPパートナーズとの共同出資により、GPパートナーズPlus１投資事業有限責任組合を設立

平成19年２月 ASIA PACIFIC BROADBAND ENTERTAINMENT CORPORATION LIMITEDとのオンラインレーシン

グゲーム 『Level-R』 地域独占配信権の付与契約締結

 平成19年３月 ファンタジーアクションMMORPG『トキメキファンタジー　ラテール』の配信を開始

平成19年４月 『オンラインカート ステアDASH』の配信を開始

平成19年４月 オンラインレーシングゲーム『Level-R』の配信を開始

平成19年４月 ファンタジーアクションMMORPG『トキメキファンタジー　ラテール』の有料サービスを開始

平成19年６月 ダブルフュージョン社とのゲーム内広告配信契約締結

平成19年９月 Joyzone Holding Limitedの株式を取得し資本業務提携

 平成19年12月 『オンラインカート ステアDASH』の有料サービスを開始
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社の株式会社GPパートナーズ（連結子会社）及び、同社が無限責任組合員であるGP

パートナーズPlus１投資事業有限責任組合（連結子会社）で構成され、オンラインゲーム事業、モバイルコンテンツ事

業を展開しております。

　また、当社グループは親会社である株式会社アエリア（平成19年12月31日現在、当社の発行済株式総数の44.4％を所

有）を中心とする企業集団に属しております。また、ソネットエンタテインメント株式会社（平成19年12月31日現在、

当社の発行済株式総数の25.0％を所有）の持分法適用対象会社となっております。

事業系統図を図表に示すと以下のようになります。

　（注）　キャリア：携帯電話の通信事業者
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(1）オンラインゲーム事業

①　オンラインゲーム配信サービス

　当サービスでは、パソコン向けのオンラインゲームを取り扱っており、当社は、国内外のオンラインゲーム開発

会社が開発したタイトルのライセンスを取得して、そのタイトルについて一般顧客（エンドユーザー）向けに

ウェブ上でサービスを展開しております。エンドユーザーは決済代行会社を通してサービス利用料を当社に支払

い、当社は開発会社に、ライセンスを獲得する際にはライセンス使用料を、サービス開始後は売上高に応じたロイ

ヤリティを支払います。

　当該事業における事業系統図は以下の通りです。

②　コーポレートゲームサービス

　当サービスでは、法人クライアント向けに、当社が持つゲーム企画運営手法をもとに、ミニゲームを中心にした

プロモーションサイトの構築、運用のコンサルティングを行っております。開発に関するものは当社では行わず

に外注しております。

　当該事業における事業系統図は以下の通りです。
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(2）モバイルコンテンツ事業

　当サービスでは、携帯電話端末向けコンテンツの企画、運営を行っております。携帯電話利用者（エンドユー

ザー）向けにキャリア（注）を介して端末からエンタテインメント系の有料コンテンツを配信しております。モバ

イルコンテンツの制作に関しては、当社が企画・開発し、一部コンテンツにおいてはモバイルコンテンツ開発会社

に外注しております。

　当該事業における事業系統図は以下の通りです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関係内容

（親会社）      

株式会社アエリア

（注）１
東京都港区 234,651

WEB、モバイルの

システム、コンテ

ンツ企画・開発・

運営

（被所有）

直接44.4

当社サーバーの

ホスティング請

負

役員の兼任等…

有

（連結子会社）      

株式会社GPパートナーズ 東京都港区 10,000

オンラインゲーム事

業支援、版権管理事

業、投資育成支援事

業、コンサルティン

グ事業

100 －

GPパートナーズPlus１投

資事業有限責任組合

（注）２，３

東京都港区 400,010 － 100 －

（その他の関係会社）      

ソネットエンタテインメ

ント株式会社（注）１
東京都品川区 7,965,891

ネットワークサービ

ス関連事業

（被所有）

直接25.0

当社サーバーの

ホスティング請

負

役員の兼任等…

無

　（注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．当年度において当社の子会社となっております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 （平成19年12月31日現在）

事業部門の名称 従業員数（人）

オンラインゲーム事業部門 74 （10）

モバイルコンテンツ事業部門 8 （1）

管理部門 9 （－）

合計 91 （11）

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、年間の平均

人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 （平成19年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

91（11） 27.1 1.0 3,997,162

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が最近１年間で、41名増加しましたのは、主に業容拡大に伴う定期及び期中採用によるものであり

ます。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

①　当連結会計年度の経営成績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年から引き続く原油価格の高騰による生産者並びに消費者価格への

影響に加え、新たに米国における信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）の焦げ付き問題が顕在

化し、証券化商品を通じて米国に限らず、世界的な規模に拡散したことでグローバル経済は不安定要因を抱えて

いますが、日本への影響は未だ限定的であり、年後半における急激な円高によるネガティブ要因はあるものの、全

般的に堅実な設備投資や底堅い個人消費及び外需に支えられ、着実な歩みを進めている国内の企業業績を背景

に、緩やかな拡大基調を保っております。

　当社グループの属する情報通信業界におきましては、オンラインゲームを支える情報通信のインフラである、イ

ンターネット及びブロードバンドを取り巻く環境はさらに向上し、高速大容量インターネットインフラの普及拡

大により、利用人口及び世帯普及率ともに着実な伸びを顕示しております。総務省の発表では、平成19年６月末に

おける国内のブロードバンド契約数は2,715万件となり、世帯普及率は全世帯数の半数に達しております。また、国

内のブロードバンド利用者は既に6,000万人を超えており今後とも更なる拡大が予測されております。

　このような情報通信のインフラ環境に支えられ、当社グループの主力事業であるオンラインゲーム業界の市場

規模は順調な拡大傾向にあります。有力なリサーチ会社の調査によれば、国内の市場規模は平成19年で1,850億円、

平成20年で2,200億円と推定され、平成24年には4,600億円まで拡大すると予測されております。

　一方、モバイルコンテンツ市場に関しては、携帯電話の契約回線数が１億回線に迫る中、第３世代携帯電話の加

入者の拡大が進み、平成19年10月末現在、携帯電話契約回線数の約80％が第３世代携帯電話になっております。端

末機種の高速化、大容量化の技術革新がゲームコンテンツにおいて、より高度化したサービスを提供できる環境

が整備されてきました。

　このような状況の中、当社グループは、インターネットを使った『新しい遊びの創造』を経営理念として、オン

ラインゲーム並びにモバイルコンテンツを事業の２本柱と位置付け、エンタテイメントにおけるデジタルコンテ

ンツ市場でのシェア獲得並びに市場の裾野を広げることに注力してまいりました。

　当連結会計年度において新たに取組みました主な課題は、以下のとおりであります。

●「GPパートナーズPlus１投資事業有限責任組合」（平成19年２月設立）を通じて、積極的な事業投資を推進

するとともに、海外展開を強化する一環として、当組合を通じて、９月に中国の有力オンラインゲーム運営会

社に資本出資を行い、事業提携を進めております。

●事業展開の拡充を図るために、国内市場以外にコンテンツの配信を行うべく、上記中国企業の関連会社と中

国（各自治区を含み、台湾地域、香港特別区、澳門特別区を除く）におけるゲームコンテンツの配信契約を締

結（平成19年２月）しております。

●オンラインゲームコンテンツのメディアとしての価値に着目し、オンラインゲーム内広告事業を推進すべ

く、有力な米国企業と広告配信契約を締結（平成19年６月）しております。

●オンラインゲームの運営に携わる企業とともに「日本オンラインゲーム協会」を設立（平成19年６月）し、

オンラインゲーム市場の啓蒙及び調査研究等を行い、オンラインゲームの認知度の向上に努めております。

●延べ４千名以上のユーザーが一堂に会した大規模なイベントを、横浜で開催（平成19年12月）し、オンライ

ンゲームの裾野の広がりを実感しております。

　また、デロイトトウシュトーマツ主催の「日本テクノロジーFast50 Japan 2007」において、当社は、事業への真摯

な取組み並びに成長力に基づく業績が一定の評価（第16位）を受けました。

　その結果、当連結会計年度の連結売上高は3,745百万円、連結営業利益は810百万円、連結経常利益は800百万円、連

結当期純利益は465百万円となりました。
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事業部門別の概況

〔オンラインゲーム事業〕

　オンラインゲーム事業では、インターネットを通して、広く一般の方々が相互に交流しながら遊ぶことができる

ゲームエンタテイメントのサービスを提供しております。

　当社グループの主力タイトルである『スカッとゴルフ　パンヤ』は、韓国で開発され人気が高かったものを日本

のユーザーに適応するようにアレンジし、配信を行ったカジュアルオンラインゴルフゲームであります。平成16

年11月に正式課金サービスを開始以来、新コースの導入及び新アイテムの提供等、企画開発及び運営サービスの

量的・質的の両面に亘り向上に努めてまいりました。また、インターネット上の広告媒体を通して積極的なプロ

モーション活動を行うことで会員数の獲得に邁進し、平成17年11月に累積会員登録数が初めて100万人を突破、そ

の後も順調に拡大し、平成19年12月末現在の累積会員登録数は200万人に届くまでの状況となり、当連結会計年度

において、当社グループのオンラインゲーム事業売上高の50％近くを稼ぎ、潤沢なキャッシュ・フローを生み出

す「キラータイトル」となっております。

　また、前事業年度後半に正式課金サービスを開始した、スタイリッシュアクションMMORPG（※１）『

CABAL ON

LINE』及び他社にて運営されていたオンラインゲームを当社グループに移管したアクションストラテジー

MMORPG『ファンタジーアース　ゼロ』は着実に累積登録会員数を伸ばすことができ、収益力の向上に顕著な貢

献を果たしております。平成19年12月末時点で、当社グループは上記３タイトルのほかに、既存タイトルの

MMORPG『君主　online』並びに新規タイトルであるファンタジーアクションMMORPG『トキメキファンタジー

　ラテール』及び『オンラインカート　ステアDASH』を加え、幅広いジャンルから構成される６タイトルの正式

課金サービスを行っております。当連結会計年度に正式課金サービスを予定しておりました一部有力タイトルに

おいてサービス開始の遅れがありましたが、全般的には質の高い実績を残すことができました。

　さらに、翌連結会計年度の新規タイトルとして、オンラインレーシングゲーム『Level-R』、オンライン本格育成

コミュニティゲーム『モンスターファーム　オンライン』、ネットヤンクゲーム『疾走、ヤンキー魂。』、オンライ

ン戦略カードゲーム『APPLESEED ONLINE CARD TACTICS』の４タイトルが正式課金サービスの準備中であ

り、ジャンルの多角化に対応すべく、積極的な事業展開を図っております。

　なお、プリペイド方式の電子マネーを取り扱う株式会社ウェブマネー主催の人気オンラインゲームを表彰する

「WebMoney Award 2007」において、当社グループが運営する『ファンタジーアース　ゼロ』がグランプリを獲得

することができました。

　以上の結果、当連結会計年度のオンラインゲーム事業の売上高は、3,636百万円となりました。（※１：多人数同

時参加型オンラインロールプレイングゲームの略称であります。）

〔モバイルコンテンツ事業〕

　モバイルコンテンツ事業では、携帯電話のゲームコンテンツを配信し、常時手軽にゲームを楽しめるサービスを

提供しています。現在32タイトルがサービス中であり、そのうち、27タイトルが月額型課金となっております。当

連結会計年度においては、月額型課金タイトルである『※ココシリーズ』及び『パンヤMobile』の内容を充実さ

せるとともに、『※ＲＰＧならココ』にて、新規に本格モバイルＲＰＧ「ドラゴンキーパー３」のサービスを開

始し、パソコンでも操作可能な体験版を提供するなど、知名度の向上と収益力の増強を図りました。また、『※ス

ポーツならココ』ではフル３Ｄ格闘ゲーム「ソウルストライク」の配信を開始し、好評を博しております。

　以上の結果、当連結会計年度のモバイルコンテンツ事業の売上高は、109百万円となりました。

　なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

（以下「(2)キャッシュ・フロー」及び「２　生産、受注及び販売の状況」、「７　財政状態および経営成績の分

析」においても同じ。）

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は2,249百万円となりました。

当連結会計年度末におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動による資金の増加は1,598百万円となりました。主な内訳としては、税金等調整前

当期純利益は796百万円であり、長期前払費用償却741百万円による資金の増加があり、法人税等の支払いによる214

百万円の資金の減少がありました。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動による資金の減少は1,421百万円となりました。主な要因は当社グループの投資

事業有限責任組合等による投資有価証券の取得による491百万円の支出及び新規オンラインゲームタイトルに係る

ロイヤリティの最低保証料586百万円の支出となっております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動による資金の増加は178百万円となりました。これは、新株予約権の行使による

株式の発行に伴う資金の増加によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績については事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業の部門別に示す

と、次のとおりであります。

事業部門別
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

オンラインゲーム事業部門（千円） 3,636,460 －

モバイルコンテンツ事業部門（千円） 109,341 －

合計（千円） 3,745,802 －

　（注）１．前年同期は連結財務諸表を作成していないため比較を行っておりません。

２．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであり

ます。

相手先

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％）

株式会社ウェブマネー 1,617,671 43.2

GMOペイメントゲートウェイ株

式会社
822,669 22.0

NHN Japan株式会社 464,472 12.4

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループが属するオンラインゲーム市場及びモバイルコンテンツ市場は、ブロードバンドの普及等インター

ネットのインフラ整備が一層促進し、インターネット技術の発展と相まって、利用人口は引き続き拡大していくもの

と思われます。また、拡大する市場の中で、次世代家庭用ゲーム機を始めとする高機能端末の登場により、ユーザーが

多様な方法でオンラインコンテンツにアクセスできる環境が整い、オンラインコンテンツに要求されるニーズも多種

多様となると予測されます。このような状況下で、当社グループは市場における優位性を確保すべく下記の事項を対

処すべき課題として取り上げ、取り組みを進めております。

①　ノウハウ蓄積による競合他社との差別化

　国内におけるオンラインゲーム市場は引き続き拡大が予測されますが、参入障壁が比較的低い業界であるため、今

後とも多数の新規事業者がこの市場に参入してくることが想定されます。当社グループはその優位性を確保するた

めに、きめ細かいユーザーサポート及び日々のゲームメンテナンスに加え積極かつ迅速なプロモーション展開で収

益獲得の源泉である運営配信に独自な工夫を凝らしております。当社グループは他社に先駆けて「アイテム課金

サービス」を導入し、多くの会員を獲得するとともに高収益運営に成功し、当該課金サービスはオンラインゲーム

市場の標準的な課金制度となっております。今後とも汎用性が高く新規性に富んだアイデアの実現を命題とし、競

合他社に対する差別化を継続して進めてまいります。

②　事業ポートフォリオの構築と展開

　当社グループは総売上高に占めるオンラインゲーム事業の売上高の割合が高く、当連結会計年度においては95％

超であります。その中で、主力タイトルである『スカッとゴルフ　パンヤ』は同事業の売上高に占める割合が50％弱

（前事業年度の依存割合は88％）まで低下し、タイトルラインナップの多様化が順調に進んでおりますが、依存度

の高い状態は継続しております。

　また、当該事業のビジネスモデルはライセンサーとのライセンス供与契約によって成り立っております。ライセン

サー各社とは良好な関係を築いておりますが、不測の事態により、契約内容が不利な条件に変更または契約更新が

行われない場合があります。

　従いまして、事業規模の拡大に合わせ、特定のライセンサー及び特定のコンテンツに対する依存度を適正な水準に

維持するために、異なるライセンサーを発掘することで新たな有力コンテンツの獲得に注力し、集中度のリスク分

散化を行い、ユーザー層の裾野を広げ、収益の最大化を進めてまいります。

③　潜在顧客の掘り起こし

　日本においてオンラインゲームの認知度が高まるとともにその普及は着実に進んでおり、さらに次世代家庭用

ゲーム機のオンライン対応化に伴い、潜在的ユーザー数の増加は確実に見込まれます。当社グループは事業規模を

拡大する大きなチャンスと捉え、潜在的ユーザーを掘り起こし、新規顧客の獲得のために様々なパブリシティ展開

やイベント等を通じて継続的な広告・広報活動を推進しております。引き続きオンラインゲームの認知度の向上に

努力するとともに、当社グループが運営するオンラインゲームへの積極的な誘致を行ってまいります。

④　事業投資の積極化

　潤沢な資金の有効利用を図るとともに、拡大する市場に対するコミットメントをより確固たるものにするために、

当社グループの親会社である株式会社アエリア及び大株主であるソネットエンタテインメント株式会社の広範囲

なネットワークを活用して、当社グループが運営するオンラインゲーム事業並びにモバイルコンテンツ事業とのシ

ナジーが発揮できる企業または事業へ投資を積極的に行ってまいります。

⑤　優秀な人材の確保

　当社グループのオンラインゲーム事業及びモバイルコンテンツ事業は、有力コンテンツの獲得を始めとして、サ

ポートやプロモーション等、高収益獲得のための運営配信能力の向上を図る様々な要素において、各個人の感性、能

力、経験等が占める割合が高く、運営配信の能力向上に資する優秀な人材を確保することが重要であると認識して

おります。当社グループの事業成長に必要な人材確保のため、各種媒体を使い企業の成長に合わせて即戦力として

対応できる優秀な人材を業界内外から積極的に採用してまいります。

⑥　内部管理体制の強化

　中長期的な会社の経営戦略を実現するにあたり、多様なリスクに対応した危機管理の強化及び会社規模の拡大に

伴う管理体制の強化は必須の要素となっております。会社の経営基盤を揺るがすようなリスクを予め察知し、排除

する仕組みづくりとして内部統制システムの強化を図るとともに、当社グループにおいては平成21年１月より適用

されます金融商品取引法に準拠する内部統制システム構築及び四半期決算の適時開示のための人材確保等を積極

的に進めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。また、投資家の投資

判断上、重要であると考えられる事項につきましては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から下記に開示して

おります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針です。

　記載事項における将来に関する事項は、平成20年３月21日現在において当社グループが判断したものであり、本株式

への投資に関するリスクをすべて網羅したものではございませんので、この点ご留意ください。

１．事業環境に関するリスク

(1）オンラインゲーム市場動向について

　オンラインゲーム市場規模は今後も拡大していくものと考えておりますが、市場規模拡大に伴い、当社グループ

と類似する事業を展開する事業者の事業拡大や新規参入の活発化も予想され、競争が激化する可能性がありま

す。また、オンラインゲーム市場は、日本において未成熟であり今後の市場動向についても不透明であることは否

めなく、当社グループが予測している通りに市場規模が推移しない可能性があり、当社グループが提供するオン

ラインゲーム事業において、事業展開が計画通りに進捗しなかった場合、当社グループの事業戦略及び経営成績

に影響をおよぼす可能性があります。

　また、オンラインゲーム事業を直接規制する法規制はないものの、今後、オンラインゲーム市場に対する法規制

等が新たに制定された場合は、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(2）モバイルコンテンツの市場動向について

　モバイルコンテンツに対する需要が増加している一方、当事業においては大きな参入障壁が無いことから新規

参入が相次いでおり、今後も激しい競争下に置かれるものと予想されます。当社グループは、第３世代携帯電話端

末の新プラットフォームであるBREWfi対応携帯電話が発売された当初から、BREWfi対応携帯電話向けにゲーム

コンテンツを配信しており、この分野における経験やノウハウを蓄積してまいりました。この強みをもって今後

もコンテンツ配信サービスを拡大していく方針でありますが、高機能携帯端末の新たなプラットフォームの登場

等により、既存コンテンツを提供できずに利用者数増加が見込めない場合、減少した場合は、当社グループの事業

戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(3）インターネット関連の法制度について

　当社グループが事業展開しているインターネット市場は、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及

び発信者情報の開示に関する法律」、「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」、「犯罪捜査のための通信傍

受に関する法律」、「電子署名及び認証業務に関する法律」など、インターネットにおいて事業を行う上で直接

又は関連する法制度が整備されつつあります。

　これらの法規制の進展によっては、当社グループの事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

２．事業内容に関するリスク

オンラインゲーム事業に関するリスク

(1）特定製品及びライセンサーへの依存について

　当社グループは、オンラインゲーム事業において、『スカッとゴルフ　パンヤ』を運営しております。『スカッと

ゴルフ　パンヤ』が国内有数の会員数を確保し、売上・利益ともに当該タイトルに依存しております。当社グルー

プは、韓国のHanbitSoft社と、『スカッとゴルフ　パンヤ』の日本国内における独占配信権契約を締結し、運営を

行っております。現在当社グループとライセンサーとの関係は非常に良好であり、契約期間満了後も継続して独

占配信権を獲得することを予定しておりますが、この契約内容が不利な条件に変更されたり、同社の事業戦略変

更等により、契約更新ができなかった場合、当事業の事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

　また、現在当社グループが運営するオンラインゲームタイトルは、各ライセンサーとの間で日本国内及び日本国

外における独占配信契約を締結し運営を行っております。またゲームシステムの改変・改良を伴う開発をライセ

ンサーに依頼しており、ライセンサーの経営環境の変化や担当開発人員の流出などにより、オンラインゲームタ

イトルの運営継続に支障をきたす場合、当事業の事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。
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(2）投資回収期間について

　当社グループのオンラインゲーム事業においては、ライセンサーと、オンラインゲームの配信・運営等に係るラ

イセンス許諾契約を締結しますが、契約締結時において、アドバンスと言われる一時金の支払や、ミニマムギャラ

ンティと言う最低保証料等の初期投資費用が発生する場合があります。また、当該オンラインゲームを有料化し

た際には、ライセンサーに対して配信・運営等に係るロイヤリティを支払うランニングコストも発生します。今

後、オンラインゲーム市場の拡大に伴い競争が激化した場合には、配信・運営等に係るロイヤリティ料率が上昇

する可能性も否めません。また新規にリリースするオンラインゲームについては、初期投資費用の回収までに予

想より長期間を要する場合もあります。従って、当社グループの計画通り会員数獲得が推移せず投資回収期間が

長期化した場合等には、当事業の事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(3）自社オリジナルタイトルの共同開発について

　当社グループは、今後の事業拡大のため、新規オンラインゲームタイトルの獲得とともに、オリジナルタイトル

の共同開発を行っております。当該共同開発タイトルの開発スケジュールが計画通りに進捗しない場合、当社グ

ループの事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

３．事業体制に関するリスク

(1）個人情報の保護について

　個人情報の権利利益を保護することを目的とした法令には「個人情報の保護に関する法律」があり、同法の個

人情報を取り扱う事業者を直接規制する部分については、平成17年４月１日より施行されております。

　当社グループのウェブサイト上で一部サービスを利用するにあたり、氏名、住所、電話番号、メールアドレスなど

の個人情報の登録が必要となります。こうした情報は当社グループにおいて守秘義務があり、個人情報の取り扱

いについては、データへのアクセス制限を定める他、外部からの侵入防止措置等の対策を施しております。しか

し、このような対策にも拘わらず、外部からの不正アクセスなどにより当社グループの個人情報が社外に漏洩し

た場合には、損害賠償、社会的信用の失墜等により、当社グループの経営成績に重大な影響をおよぼす可能性があ

ります。

(2）知的財産権の確保について

　当社グループは、オンラインゲームを中心とするコンテンツについて、ライセンサーからのライセンス許諾を受

けてコンテンツを利用しているため、知的財産権の確保に特に留意し、事前に調査を行っております。しかしなが

ら、当社グループの調査範囲が十分かつ妥当であるとは保証できません。当社グループは、現時点で第三者の知的

財産権の侵害の事実はないと認識しておりますが、故意によらず、第三者の特許等が新たに登録された場合、当社

グループが認識していない知的財産権等が成立している場合、当該第三者から損害賠償又は使用差止などの請求

を受ける可能性、並びに当該知的財産権等に関する対価の支払いなどが発生する可能性があります。このような

場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(3）ユーザーの嗜好・ニーズへの対応について

　当社グループの提供するサービスは一般消費者に向けて展開していることが多いため、当社グループの業績は、

ライフスタイルの変化などによって多様化したユーザーの嗜好・ニーズに左右される可能性があります。当社グ

ループは、サービス開始前に入念にマーケティングを実施しておりますが、ユーザーに対して、魅力あるオンライ

ンゲーム・モバイルコンテンツ・コミュニティサイト等をタイムリーに提供できる保証がなく、これらの対応が

遅れた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(4）プログラム不良について

　当社グループが係るサービスに関するプログラム、その他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生

した場合、これら製品を使用したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損が生じる可能性

があります。当社グループでは、サービスを開始する前に社内において入念なチェックを行っておりますが、この

ような事態が発生した場合、損害賠償や信用低下などによって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

およぼす可能性があります。
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(5）システムダウンについて

　当社グループの事業の多くが、パソコンやコンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークやサーバー等のハー

ドウェアを介してのサービス提供を行っております。これらハードウェアに関しては、一時的なアクセス集中に

よるサーバー負担の増加、自然災害、事故、外部からの不正な侵入等の犯罪等により、システムダウンが生じる可

能性があります。当社グループは、24時間監視体制など適切なセキュリティ手段を講じて外部からの不正アクセ

スを回避するよう努めているとともに、迅速な復旧対応に備えるべくシステムの二重化等の対策を施しておりま

す。しかし、このような対策にも拘わらず、何らかの理由により重要なデータが消失又は漏洩した場合、サービス

が利用できなくなった場合、損害賠償や信用低下等によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与

える可能性があります。

(6）技術革新について

　当社グループが展開しているオンラインゲーム及びモバイルコンテンツ、インターネット関連の業界は、携帯電

話やパソコンのハードウェアの高機能化に代表されるように技術革新のスピードが速く、それに伴うサービスモ

デルの変更や、新機能に対応したソフトウェア及びコンテンツを開発する必要が生じるなど、非常に変化の激し

い業界となっております。このような状況の中で、当社グループが競争力を維持するためには、目覚しい技術革新

に対応することが重要となり、研究開発費等の費用負担が多大に発生する可能性は否定できません。また競合先

が開発したサービスにより、当社グループの提供するサービスが陳腐化し、当社グループの競争力低下を招く可

能性があります。このような場合には、当社グループの事業戦略及び経営成績は影響を受ける可能性があります。

４．会社組織に関するリスク

(1）業歴が浅いことについて

　当社は、平成13年５月に設立されており、設立後の経過期間は７年程度と社歴が浅く、また、主力事業であるオン

ラインゲーム事業は、平成16年12月期より本格的に展開を行っており、業歴が浅いことは否定できません。そのた

め、期間業績比較等を行うための財務数値が十分とは言えず、当社の過年度の経営成績は、今後の当社の事業展

開、経営成績並びに財政状態を判断する材料としては、慎重に検討される必要があります。

(2）組織体制及び人的資源について

　当社グループは、平成19年12月末現在、取締役５名、監査役３名、従業員91名と小規模組織で事業展開しており、

内部管理体制も規模に応じた形となっております。従いまして、当社グループが今後成長していくためには、一層

の内部管理体制の充実と、今後、事業の拡大及び事業内容の多様化等に対応した人材確保が重要であると認識し

ております。また、オンラインゲーム業界は未だ形成が始まった段階であり、オンラインゲーム事業に携わった経

験を持つ人材が非常に少なく、当社グループは、人材の育成も重要であると認識しております。

　今後、事業の拡大に伴い、適切な時期に人員増強及び内部管理体制の一層の充実を図る方針でありますが、人材

の確保及び内部管理体制の充実が円滑に進まなかった場合、又は既存の人材が社外に流出した場合、当社グルー

プの事業戦略及び経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

５．資本政策に関するリスク

　無担保転換社債型新株予約権付社債の転換による株式価値希薄化のリスクについて

　当社は、ソネットエンタテインメント株式会社に対して、無担保転換社債型新株予約権付社債を発行しておりま

す。当該無担保転換社債型新株予約権付社債につきましては、平成18年９月15日開催の取締役会で決議され、平成

18年10月３日に発行されたものであります。今後、発行した無担保転換社債型新株予約権付社債の行使が行われ

た場合、一株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。平成18年12月31日において無担保転換社債型新

株予約権付社債がすべて転換されたと仮定した場合の潜在株式数は7,348株であり、発行済株式総数92,695株の

7.9％に相当します。なお、当該無担保転換社債型新株予約権付社債の償還期限は平成22年10月２日であります。
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５【経営上の重要な契約等】

当社グループが技術援助等を受けている契約

 

（1）ゲームライセンス契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

HanbitSoft,Inc. LICENSE AGREEMENT

オンラインゴルフゲーム『ス

カッとゴルフ　パンヤ』の日本

での独占配信ラインセンス契約

2006年11月11日から2009年１月

31日まで

NDoors Inc. LICENSING AGREEMENT

オンラインゲーム『君主

 online』の日本での独占配信ラ

インセンス契約

商用サービス開始より２年間

Invictus Games Ltd. LICENSE AGREEMENT

オンラインゲーム『Level-R』の

アジアでの独占配信ラインセン

ス契約

商用サービス開始より３年間、

以降１年間自動更新

ESTsoft Corp.
『CABAL ONLINE』ライ

センス契約

オンラインゲーム『

CABAL ONLINE』の日本での独

占配信ライセンス契約

商用サービス開始より２年間、

以降は２年間の自動更新

テクモ株式会社
オンラインゲーム国内配

信に関する基本契約

オンラインゲーム『モンスター

ファーム オンライン』の日本

での独占配信ライセンス契約

商用サービス開始より３年間、

以降は１年間の自動更新

ActozSoft Co.,Ltd. LICENSE AGREEMENT

オンラインゲーム『トキメキ

ファンタジー　ラテール』の日

本での独占配信ラインセンス契

約

商用サービス開始より２年間、

以降１年間自動更新

株式会社スクウェア・

エニックス 『ファンタジーアース』

に係るライセンス契約書

オンラインゲーム『ファンタ

ジーアース　ゼロ』の運営サー

ビス業務譲受の契約

商用サービス開始より２年間、

以降１年間自動更新
株式会社マルチターム

株式会社インフォ・ス

パイシー オンラインゲーム配信に

関する基本契約

オンラインゲーム『

APPLESEED ONLINE CARD TA

CTICS』の日本国内および全世

界での独占配信ライセンス契約

商用サービス開始より２年間、

以降２年間自動更新
株式会社エム・ツー

株式会社スクウェア・

エニックス

『疾走、ヤンキー魂。』に係

るライセンス契約書

 オンラインゲーム『疾走、ヤン

キー魂。』の日本を含む全世界で

の独占配信ライセンス契約

平成20年５月８日又は商用サービ

スを開始した日から２年間が経過

した日までのいずれか遅いほうの

期日、以降１年間自動更新

 

（2）ゲーム共同開発契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社ポンスビッ

ク

オンラインゲーム配信

に関する基本契約

オンラインゲーム『GPS』の日本を含

む全世界での独占配信権等のライセン

ス契約

商用サービス開始より10年間、

以降２年間自動更新

株式会社アエリアIPM
権利取得に関する基本

契約

 『ウィザードリィ』のオンライン

ゲーム化に伴うオンラインゲーム

『ウィザードリィ　オンライン』の開

発権および日本を含む全世界での独占

配信権等のライセンス契約

 契約締結日より10年間、以降２

年間自動更新

（注）上記についてはサービス開始後ロイヤリティ又はインセンティブとして売上高の一定率を支払うこととなってお

り

　　　ます。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。重要となる会計方針については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」に記載のとおりであります。なお、この連結財務諸表を作成するにあたり一部概算数値を使用し

ておりますが、概算数値には不確実性が伴うため、実際の数値が概算数値と異なる場合があります。概算数値につき

ましては、過去の実績に基づき一定の方法により算出しており、この結果は資産・負債、収益・費用の数値に反映さ

れております。これらの概算数値については、定期的に吟味し必要に応じて算出方法の見直しを行っております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　連結売上高の状況

　当連結会計年度の連結売上高は3,745百万円となりました。

　オンラインゲーム事業部門につきましては、売上高は3,636百万円となりました。

　主な要因としては、主力コンテンツである『スカッとゴルフ　パンヤ』が順調に推移したこと並びに、前期より

正式課金サービスを開始した『ファンタジーアース　ゼロ』が飛躍的に成長したこと及び、新たに『トキメキ

ファンタジー　ラテール』の正式課金サービスを開始したことにより当部門の売上高が増加しております。

　モバイルコンテンツ事業部門につきましては、売上高は109百万円となりました。

　主な要因としては、『パンヤ Mobile』の好調な推移及び『※ココシリーズ』における新規タイトル「ドラゴン

キーパー３」（『※RPGならココ』）、「ソウルストライク」（『※スポーツならココ』）の配信開始並びに

「ドラゴンキーパー３」のPC体験版を提供するなど、知名度の向上と収益力の増強を図ったことにより当部門の

売上高が増加しております。

②　連結売上原価、連結販売費及び一般管理費及び連結営業利益の状況

　連結売上原価は2,051百万円となりました。

　オンラインゲーム事業部門につきましては、売上原価は1,965百万円となりました。

　主な要因としては、売上高の増加に伴いロイヤリティ等の変動費が増加したこと及び人員増強に伴う固定費の

増加となります。

　連結販売費及び一般管理費につきましては、オンラインゲーム事業部門の業績拡大に伴う支払手数料の増加並

びに、年末に行った大規模イベント等の積極的な広告宣伝活動による広告宣伝費の増加等を主な要因として、883

百万円となり連結営業利益は810百万円となりました。

③　連結経常利益

　連結営業外収益として、預金の増加に伴う受取利息４百万円の計上及び投資有価証券売却益１百万円を計上し

たこと、並びに連結営業外費用として、モバイルコンテンツ事業部門の一部タイトル開発中止に伴う無形固定資

産除却損９百万円の計上及び投資事業組合損失６百万円を計上したことなどにより、連結経常利益は800百万円

となりました。

④　連結当期純利益

　連結特別損失として、人員増強に伴うフロア拡大により事務所移転費用３百万円の計上及び税金費用として331

百万円を計上したことにより、連結当期純利益は465百万円となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因に付いて

　「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

(4）次期の見通し

　オンラインゲーム市場は消費者のオンラインゲームに対する認知度は更に高まり、本格的な普及が浸透する事業

年度だと考えております。従いまして、今後とも順調な市場拡大が十分に予測できます。株式会社エンターブレイン

発行の「ファミ通ゲーム白書2007」版によれば、オンラインゲーム市場規模は、平成19年の1,830億円（オンライン

対応家庭用ゲーム機を含む）から平成20年の2,150億円と、オンラインゲーム市場は18％程度拡大する見通しとなっ

ております。また、モバイルコンテンツ市場におきましては、第３世代携帯電話の普及が進み、携帯端末の高機能高

性能化に刺激され、ゲームコンテンツにおいては、より高度化したサービスが提供できる環境が整備され、高度なコ

ンテンツに対する需要が高まることが予測されます。

 

　そのような状況の中、当社グループは日本での運営ノウハウを生かしたオンラインゲーム事業を主軸に、引き続

き、事業展開を行ってまいります。

　平成19年12月末時点において『スカッとゴルフ　パンヤ』、『君主　online』、『CABAL ONLINE』、『ファンタジー

アース　ゼロ』、『トキメキファンタジー　ラテール』及び『オンラインカート　ステアDASH』の６タイトルにつき
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正式課金サービスを行っており、全体的に質の高い業績をあげることができたことで、多種多様なオンラインゲー

ムを運営する、総合オンラインゲームパブリッシャーとしての地位の確立へ向けた足場を固めることができまし

た。

　翌連結会計年度は、当連結会計年度に引き続き、当社グループの主力タイトルである『スカッとゴルフ　パンヤ』

の着実な歩みを定着させるとともに、当期に飛躍した『ファンタジーアース　ゼロ』については、積極的な事業展開

を行っていきます。そのほかの既存タイトルにおいても、タイトル毎にタイムリーなプロモーション活動を行うこ

とで順調な伸びが期待できます。新たに正式課金サービスを開始するタイトルとしましては、『モンスターファー

ム　オンライン』、『Level-R』、『疾走、ヤンキー魂。』及び『APPLESEED ONLINE CARD TACTICS』の４タイトル

が予定されております。また、現在契約交渉中のタイトルもあり、これらの新たなコンテンツを随時リリースするこ

とによって多くのユーザーを獲得し、当社グループの売上及び利益に着実に寄与することが期待されます。さらに、

当社グループの成長戦略を確実なものとするために、海外のオンラインゲーム運営業者等との業務資本提携を通じ

て海外展開を着実に推し進めるとともに、今後も新規オンラインゲームコンテンツの獲得を積極的に行い、運営コ

ンテンツの多ジャンル化を推進します。

　また、業務資本提携を行いましたソネットエンタテインメント株式会社との事業連携の積極展開により、相互の会

員への同時訴求や相互誘導、共同でのオンラインゲーム内広告事業開発を行ってまいります。このような施策によ

りユーザーにとって有益、かつ楽しめるオンライン上の新しい遊びを提供するとともに、新規オンラインゲーム

ユーザーの開拓と既存の会員の囲い込みを行い、当事業の継続性を高めて行きたいと考えております。

　モバイルコンテンツに関しては、ネットワーク化が進み、多人数同時参加型のゲームコンテンツが新たに登場して

おりますが、当社グループも既存の自社ブランド『※ココシリーズ』に加え、この多人数同時参加型のコンテンツ

についても充実させ、モバイルコンテンツのネットワーク化にも柔軟に対応していく予定であります。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　連結キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は2,249百万円となりまし

た。

　営業活動により獲得した資金は、1,598百万円、投資活動により支出した資金は、1,421百万円、財務活動により獲

得した資金は、178百万円となりました。

　なお、キャッシュ・フローの詳細は、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」に記載のと

おりであります。

 

②　資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の総資産は4,795百万円となりました。流動資産は3,093百万円（このうち、現金及び預金は

2,246百万円）固定資産は1,701百万円となりました。固定資産は、主に業務資本提携の推進による投資有価証券の

増加であります。

　総負債は2,030百万円で、流動負債は924百万円、固定負債は1,105百万円となりました。流動負債は、開発会社に対

するロイヤリティ支払による買掛金の増加並びに未払法人税等の増加であります。

　純資産は2,764百万円となりました。内訳としましては、新株予約権の行使により資本金が93百万円増加し835百

万円、資本剰余金が93百万円増加し856百万円となり、利益剰余金が465百万円増加し1,072百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループの設備投資は392,729千円であります。その内容は、オンラインゲーム事業にお

いて主に『君主online』、『ファンタジーアース ゼロ』、『モンスターファーム オンライン』における工具器具備品

(サーバー) 62,640千円、『トキメキファンタジー ラテール』におけるライセンス取得に係るソフトウェアとして

114,563千円、『APPLESEED ONLINE CARD TACTICS』及び『疾走、ヤンキー魂。』におけるライセンス取得に係るソ

フトウェア仮勘定として142,066千円であります。また、従業員増加に伴うフロアの拡張における建物として24,006千

円であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 （平成19年12月31日現在）

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
工具器具備
品

ソフトウェ
ア

ソフトウェ
ア仮勘定

合計

本社

（東京都港区）

サーバー

ライセンス

建物

32,304 120,123 412,804 398,098 963,330
91

（11）

　

 (2）国内子会社
 （平成19年12月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

工具器具備
品

ソフトウェア 合計

㈱GPパートナーズ
本社

（東京都港区）

オンラインゲーム

事業支援、版権管理

事業、投資育成支援

事業、コンサルティ

ング事業

コンピューター

周辺機器

ライセンス

224 1,933 2,157 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は平均人員を（　）外数で記載しております。

３．本社事務所は賃貸物件でその概要は以下の通りであります。

事業所名 床面積 年間賃借料（千円）

本社 1,493.15㎡ 118,750

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

電話設備・什器備品

（所有権移転外ファイナンス・リース）
一式 ５年 1,309 4,691

複合機 

 （所有権移転外ファイナンス・リース）
 一式 ５年 674 2,922
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等
 （平成19年12月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額
（千円）

既支払額
（千円）

当社本社

 
東京都港区 

オンライン

ゲーム事業 

 オンライン

ゲーム制作投

資（ライセン

ス等）

200,000 35,000 自己資金 平成19年２月 平成20年９月 

オンライン

ゲーム開発・

運営機器

（サーバー

等） 

7,075 － 自己資金 平成20年６月 平成20年９月 

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 296,000

計 296,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 92,695 92,695
札幌証券取引所

アンビシャス
－

計 92,695 92,695 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

平成18年３月25日定時株主総会特別決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個）  765（注）４  765

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 765（注）１  765

新株予約権の行使時の払込金額（円） 389,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月26日

至　平成25年３月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 389,000

資本組入額 　　　194,500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使によるものを除

く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行による増加株式数」を「処分する

自己株式数」に読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、従業員のその他これに準ず

る地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場

合はこの限りではない。

(2）新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

(3）割当て対象者が死亡により、当社の取締役、監査役、従業員たる地位を失った場合は、死亡の日から上記の権

利行使機関に限り、対象者の相続人が新株予約権を行使することができる。

(4）その他の条件については、当社株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。
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②　会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成18年９月15日取締役会決議

 
最近事業年度末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権付社債の残高（千円） 1,100,000 1,100,000

新株予約権の数（個） 11 11

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,348 7,348

新株予約権の行使時の払込金額（円） 149,500 同左

新株予約権の行使期間
平成18年10月４日より

平成22年10月１日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　149,500

資本組入額 　　　 74,750
同左

新株予約権行使の条件
各本新株予約権の一部行使

はできないものとする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は会社法

第254条第２項本文及び第３

項本文の定めにより本社債又

は本新株予約権の一方のみを

譲渡することはできない。

同左

代用払込みに関する事項

新株予約権を行使しようとす

る者の請求があるときは、そ

の新株予約権が付された社債

の全額の償還に代えて新株予

約権の行使に際して払込が

あったものとする。また新株

予約権が行使されたときは、

当該請求があったものとみな

す。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 （注）１．本新株予約権付社債の残高を発行価格で除して得られる最大整数で表示しております。

 ２．本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる１株当たりの額（以下

「転換価額」という。）は、当初149,500円とする。

 ３．転換価額の調整

当社は、本新株予約権付社債の発行後、時価を下回る払込金額をもっての当社普通株式の交付、株式分割又は無

償割当てによる当社普通株式の発行等の事由により当社発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生

ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。

 
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋交付株式数

 ４．本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条に従い

算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とする。（計算の結果、１円未満の端数が生ずる場合は、その

端数を切り上げるものとする。）
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年４月22日

（注）１
14,400 14,800 － 20,000 － －

平成17年７月２日

（注）２
59,200 74,000 － 20,000 － －

平成17年12月20日

（注）３
2,200 76,200 80,410 100,410 120,890 120,890

平成18年１月１日

～平成18年10月２日

（注）４

190 76,390 2,807 103,217 2,807 123,697

平成18年10月３日

（注）５
8,200 84,590 612,950 716,167 612,950 736,647

平成18年10月４日

～平成18年12月31日

（注）６

1,810 86,400 26,746 742,914 26,744 763,392

平成19年１月１日 

 ～平成19年１月29日

 （注）７

6,295 92,695 93,021 835,935 93,014 856,406

　（注）１．平成17年４月６日開催の取締役会決議により、平成17年４月22日をもって１株を37株に分割いたしました。

２．平成17年６月16日開催の取締役会決議により、平成17年７月２日をもって１株を５株に分割いたしました。

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　 　100,000円

引受価格　　　　　91,500円

発行価額　　　　　73,100円

資本組入額　　　　36,550円

払込金総額　　 201,300千円

４．新株予約権の行使による増加でございます。

５．有償第三者割当

発行価格　　　　 149,500円

資本組入額　　　　74,750円

割当先　　　ソネットエンタテインメント株式会社

６．新株予約権の行使による増加でございます。

７．新株予約権の行使による増加でございます。
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（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 6 3 35 4 4 2,313 2,365 ―

所有株式数

（株）
― 804 68 65,576 1,169 92 24,986 92,695 ―

所有株式数の

割合（％）
― 0.87 0.07 70.74 1.26 0.10 26.96 100 ―

（６）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アエリア 東京都港区赤坂５丁目２－２０ 41,124 44.36

ソネットエンタテインメント

株式会社
東京都品川区大崎２丁目１－１ 23,200 25.03

長嶋　貴之 東京都杉並区 5,246 5.66

小林　祐介 神奈川県川崎市宮前区 4,136 4.46

植田　修平 神奈川県横浜市青葉区 2,605 2.81

安田　剛 東京都品川区 2,585 2.79

李　賢淑 東京都葛飾区 1,650 1.78

タスカンキャピタルエルエル

シー

910 FOULK ROAD,SUITE 201,

WILMINGTON DE

19803 U.S.A

1,042 1.12

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社
東京都港区浜松町２丁目11－３ 539 0.58

エーシーピーシードファンド

９投資事業組合
東京都港区赤坂１丁目12-32 300 0.32

計 ― 82,427 88.92

　（注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が310株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　92,695 92,695 －

端株 － － －

発行済株式総数 92,695 － －

総株主の議決権 － 92,695 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が310株含まれております。なお、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数310個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、平成18年３月25日第５回定時株主総会終結の時に同日現在在籍する当社使用人

に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年３月25日の定時株主総会において特別

決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成18年３月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員　27名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注）平成20年２月29日現在の状況を記載しております。なお、新株予約権被付与者のうち、退職等により権利を喪失し

た者の数を減じて記載しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社グループの株主に対する利益還元につきましては、経営成績並びに企業体質の強化や積極的な事業展開を勘案

しながら、利益配当を行う方針であります。当面は、経営体質の改善強化と今後の事業展開を勘案して内部留保の充実

を図ってまいります。また内部留保金の使途につきましては、新規コンテンツの獲得・開発を中心とした事業投資に

使用していく方針であります。

　配当の実施につきましては、期末配当及び中間配当の年２回とし、期末配当は定時株主総会の決議事項、中間配当は

取締役会の決議事項としております。

　また、当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） ― ― 800,000 648,000 163,000

最低（円） ― ― 530,000 128,000 68,500

　（注）　最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャスにおけるものであります。

なお、平成17年12月20日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 120,000 104,000 87,000 112,000 92,000 92,000

最低（円） 95,100 84,000 68,500 75,000 75,000 81,500

　（注）　最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャスにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長  植田　修平 昭和46年４月18日生

平成８年４月 イマジニア株式会社　入社

平成12年９月 株式会社コミュニケーション

オンライン　入社

平成13年５月 当社　取締役就任

平成14年10月 株式会社アエリア　入社（平成

16年12月　退職）

平成15年３月 当社　代表取締役社長就任（現

任）

平成18年12月 株式会社GPパートナーズ　取

締役就任（現任）

平成20

年３月

21日か

ら２年

2,605

取締役 開発本部長 安田　剛 昭和47年４月24日生 

平成８年４月 イマジニア株式会社　入社

平成13年５月 当社　代表取締役社長就任

平成15年３月 当社　代表取締役会長就任

平成18年３月 株式会社アエリア　取締役就任

（現任）

平成19年３月 当社　代表取締役就任

平成20年３月 当社　取締役就任（現任）

平成20

年３月

21日か

ら２年

2,585

取締役

エンタテイン

メント事業本

部長

李　賢淑 昭和48年３月２日生

平成９年４月 株式会社日本アイ・ジェイ・

ティ　入社

平成14年８月 株式会社コミュニケーション

オンライン　入社

平成14年10月 株式会社アエリア　入社（平成

16年12月　退社）

平成15年３月 当社　取締役就任（現任）

平成18年12月 株式会社GPパートナーズ　取

締役就任（現任）

平成20

年３月

21日か

ら２年

1,650

取締役
経営戦略室兼

管理本部担当
 江口　清貴 昭和51年５月６日生 

平成13年１月 エス・ティー・マイクロエレ

クトロニクス株式会社入社

平成16年１月 株式会社エスグラントコーポ

レーション入社

平成17年５月 当社入社

平成17年10月 当社経営管理室長就任

平成18年12月 株式会社GPパートナーズ　代

表取締役就任（現任）

平成19年１月 当社経営管理本部執行役員就

任

平成19年11月 当社経営戦略室・管理本部担

当執行役員就任

平成20年３月 当社　取締役就任（現任）

 平成

20年３

月21日

から２

年

50

取締役  北村　直樹 昭和45年11月28日生

平成５年４月 ソニー株式会社入社

平成８年６月 ソニー・インターナショナル

・シンガポール（現ソニー・

エレクトロニクス・シンガ

ポール）出向

平成16年６月 Massachusetts Institute of

Technology 修士課程卒業

平成16年７月 ソニー・コーポレーション・

オブ・アメリカ出向

平成18年３月 ソニーコミュニケーション

ネットワーク株式会社（現ソ

ネットエンタテインメント株

式会社）入社

平成19年４月 同社経営企画部企画課課長就

任（現任）

平成20年３月 当社　取締役就任（現任）

 平成

20年３

月21日

から２

年

―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  森　健 昭和38年６月６日生

昭和61年４月 株式会社日立製作所・情報通

信事業部入社

平成12年６月 StanfordBusinessSchool修士課

程卒業（MS）

平成12年７月 OnFiberCommunicationsInc.　入

社

平成14年10月 のぞみフォトニクス株式会社　

代表取締役就任

平成17年１月 ZenShinCapitalPartnersLLC.

ManagingMember就任（現任）

平成17年９月 WRHambrecht&CoJapan株式会

社　取締役就任（現任）

平成17年９月 当社　取締役就任（現任）

平成20

年３月

21日か

ら２年

150

常勤監査役  下川　和久 昭和33年９月14日生

昭和62年10月 朝日新和会計社（現あずさ監

査法人）入所

平成11年４月 下川会計事務所設立

平成17年６月 当社　監査役就任（現任）

平成18年12月 株式会社GPパートナーズ　監

査役就任（現任）

平成18

年３月

25日か

ら４年

―

監査役  内海　靖浩 昭和16年３月10日生

昭和39年４月 山種証券株式会社入社（現Ｓ

ＭＢＣフレンド証券株式会

社）

平成５年５月 株式会社山種調査センター常

務取締役就任

平成９年５月 株式会社キョウデン入社

平成10年２月 株式会社大川入社

平成12年12月 亜細亜証券印刷株式会社（現

株式会社プロネクサス）入社

平成14年３月 東洋ビジネスコンサルティン

グ株式会社入社

平成15年１月 株式会社トレジャー・ファク

トリー入社顧問

平成15年５月 同社　常勤監査役就任（現任）

平成18年３月 当社　監査役就任（現任）

平成18

年３月

25日か

ら４年

―

監査役  田名網　一嘉 昭和44年10月15日生

平成８年４月 シティバンク，エヌ・エイ東

京支店　入行

平成９年９月 山田＆パートナーズ会計事務

所　入社（現　税理士法人山

田＆パートナーズ）

平成15年１月 優成監査法人　入所

平成16年６月 株式会社アエリア監査役就任

（現任）

平成17年12月 株式会社アエリアファイナン

ス監査役就任（現任）

平成18年10月 株式会社アエリアIPM監査役

就任（現任）

平成19年３月 当社　監査役就任（現任）

平成19

年３月

24日か

ら３年

―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  中川　典宜 昭和46年４月８日生

平成10年４月 株式会社創和コンサルティン

グ入社

平成13年９月 株式会社スカイパーフェクト

・コミュニケーションズ入社

平成17年８月 株式会社メディネット入社

平成19年６月 ソネットエンタテインメント

株式会社入社経営管理部管理

課（現任）

平成20年３月 当社　監査役就任（現任）

 平成

20年３

月21日

から２

年

―

計 7,040

　（注）１．取締役　森健、北村直樹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　下川和久、田名網一嘉、内海靖浩、中川典宜は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は４名で、代表取締役社長　植田修平、取締役兼開発本部長　安田剛、取締役兼エンタテインメント事

業本部長　李賢淑、取締役兼経営戦略室兼管理本部担当　江口清貴で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに対する考え方（方針）及び基本情報等

　当社は、企業価値の最大化と健全性の確保の両立を経営の重要課題の一つと認識しております。その実現に向け、

株主、顧客、取引先、地域社会、従業員の各ステークホルダーと良好な関係を築き、長期安全的な成長を遂げていくこ

とが重要であると考えております。このような認識のもと、当社はさまざまな施策を講じて、コーポレート・ガバナ

ンスの充実を図っております。

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

ⅰ．取締役・取締役会

　当社の取締役は６名で、うち２名が社外取締役であります。取締役会は取締役全員で構成されており、原則と

して毎月１回の定例取締役会を開催し、必要に応じて随時臨時取締役会を開催しております。

ⅱ．監査役・監査役会

　当社では監査役会制度を採用し、現在４名の監査役（うち常勤監査役１名）がその任にあたっております。監

査役会は原則として、毎月開催し、監査計画に基づいて会計監査及び業務監査を実施しておりますが、緊急に協

議すべき問題等が生じた場合は、臨時監査役会を随時開催します。各監査役は、コーポレート・ガバナンスの一

翼を担う独立の機関であるとの認識のもと、取締役の業務執行全般にわたって監査を実施しております。また、

会計監査人・内部監査部門と連携し、会計監査及び業務監査を行っております。

ⅲ．会計監査人

　当社は、新日本監査法人に会計監査を委託しております。新日本監査法人は、会計監査人として独立の立場か

ら財務諸表等に対する意見書を表明しております。
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②企業統治フロー図

当社の、経営監視、業務執行の体制及び内部監査の仕組みは次のとおりであります。

③内部統制システムの整備状況

　当社の内部統制システムの基本方針は、効率的な業務遂行を実現すること、コンプライアンスを徹底することを目

的としており、そのための規程規則に基づいた業務フローが整備されております。これらは、内部監査によって定期

的に運用状況が点検され、適時、状況に応じた改善をできる体制となっております。

④内部監査及び監査役監査の状況

　当社の企業統治システムとしましては、監査役会制度を採用し、現在４名の監査役（うち常勤監査役１名）が

その任にあたっております。監査役会は原則として、毎月開催し、監査計画に基づいて会計監査及び業務監査を

実施しておりますが、緊急に協議すべき問題等が生じた場合は、臨時監査役会を随時開催します。また監査役

は、取締役会に出席し取締役の職務執行状況に対する監査が行われております。各監査役は、コーポレート・ガ

バナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認識のもと、取締役の業務執行全般にわたって監査を実施してお

ります。

　さらに業務執行につきましては、社内に独立した組織として内部監査室（従業員１名が従事しています。）が
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あり、社内管理体制を定期的にチェック・検討・業務監査を受け、職務が適正かつ円滑に遂行できるように努

めております。

　なお、監査役の報酬につきましては、「監査役監査基準」に準じて、株主総会にて承認された上限をもとに、監

査役会で決定するものとしております。

⑤会計監査の状況

　当社は、新日本監査法人に会計監査を委託しております。新日本監査法人は、会計監査人として独立の立場か

ら財務諸表等に対する意見書を表明しております。

⑥社外取締役及び社外監査役との関係

　社外取締役の森健、北村直樹は、当社の業務と密接に関連している事業に精通し、又は経験を持ち当社の事業

展開において有益な助言を得られるとともに、それらの知見や経験に基づき当社の経営や事業の妥当性につい

て監督できるものと判断し、選任しております。

　社外監査役の下川和久は、公認会計士の資格を持ち、人格、見識ともに高く、社外監査役として適任でありま

す。田名網一嘉は、税理士としての資格を持ち、親会社の㈱アエリア監査役も務め、経験、人格、見識ともに高く、

社外監査役として適任であります。内海靖浩は、証券会社の要職を務めた経験を持ち、人格、見識ともに高く、社

外監査役として適任であります。中川典宜は、財務経理として培ってきた豊富な経験を持ち、人格、見識ともに

高く、社外監査役として適任であります。

（2）リスク管理体制の整備の状況

　当社におけるリスク管理の統括は管理本部が担当しております。社員に対しては個人情報保護をはじめとす

る情報セキュリティに関する教育、指導を行っており、コンプライアンスに関する研修も行っております。

　また不正アクセスをはじめとするシステムトラブルリスクに対しては、開発本部を担当として、24時間監視体

制及び迅速な復旧対応に備えるべくシステムの二重化等の対策により対応しております。

（3）役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。

役員報酬

役員報酬：  

社内取締役に支払った報酬 39,000千円

社外取締役に支払った報酬 2,400千円

社外監査役に支払った報酬 7,500千円

 48,900千円

（4）監査報酬の内容

ａ　当期において業務を執行した公認会計士は、以下の通りであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員、業務執行社員：村山　憲二、原科　博文

継続監査年数は７年以内であります。

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、その他４名

ｂ　当社がみすず監査法人及び新日本監査法人（一時会計監査人）と締結した監査契約に基づく監査証明に係

る報酬の内容は以下の通りであります。

（注）平成19年３月24日開催の株主総会において選任されました、みすず監査法人は同年７月31日付で解散

・辞任したため、同年８月１日開催の監査役会において新日本監査法人を一時会計監査人に選任いたしまし

た。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 12,000千円

上記以外の報酬 －千円

 12,000千円

（注）１．当社と一時会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬の額を区分しておりません。

２．当事業年度にみすず監査法人に支払った報酬等は4,630千円であります。

（5）取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。
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（6）取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

（7）自己の株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって、自己の株式の取得をすることができる旨

定款に定めております。これは、自己の株式の取得に付いて経済情勢の変化に対応し財務政策等の経営諸施策を

機動的に遂行することを目的とするものであります。

（8）中間配当の決定機関

　当社は、取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めており

ます。

（9）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

（10）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

（11）責任限定契約の内容の概要

a　当社は社外取締役と会社法第427条第１項並びに定款第27条第２項の規定に基づき、法令が定める額で、会社

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

b　当社は社外監査役と会社法第427条第１項並びに定款第35条第２項の規定に基づき、法令が定める額で、会社

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につい

ては、前連結会計年度との対比は行っておりません。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財

務諸表については、みすず監査法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連

結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年１月１日か

ら平成19年12月31日まで）の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　前事業年度　　　　　　　　　　みすず監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度　新日本監査法人

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ　流動資産     

１．現金及び預金   2,246,693  

２．売掛金   736,484  

３．有価証券   3,282  

４．たな卸資産   20,435  

５．繰延税金資産   41,771  

６．その他   45,282  

流動資産合計   3,093,949 64.5

Ⅱ　固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物  34,703   

減価償却累計額  2,399 32,304  

(2）工具器具備品  187,817   

減価償却累計額  67,469 120,347  

有形固定資産合計   152,652 3.2

２．無形固定資産     

(1）ソフトウェア   414,737  

(2）ソフトウェア仮勘定   398,098  
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当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

無形固定資産合計   812,835 17.0

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券   507,564  

(2）長期前払費用   60,725  

(3）繰延税金資産   71,106  

(4）その他   96,307  

投資その他の資産合計   735,703 15.3

固定資産合計   1,701,191 35.5

資産合計   4,795,141 100.0
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当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ　流動負債     

１．買掛金   210,979  

２．未払法人税等   324,070  

３．その他   389,749  

流動負債合計   924,798 19.3

Ⅱ　固定負債     

１．社債   1,100,000  

２．長期未払金   5,533  

固定負債合計   1,105,533 23.0

負債合計   2,030,332 42.3

     

（純資産の部）     

Ⅰ　株主資本     

１．資本金   835,935 17.4

２．資本剰余金   856,406 17.9

３．利益剰余金   1,072,356 22.4

株主資本合計   2,764,698 57.7

Ⅱ　評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差
額金

  110 0.0

評価・換算差額等合計   110 0.0

純資産合計   2,764,809 57.7

負債純資産合計   4,795,141 100.0
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②【連結損益計算書】

  
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   3,745,802 100.0

Ⅱ　売上原価   2,051,439 54.8

売上総利益   1,694,362 45.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  883,913 23.6

営業利益   810,448 21.6

Ⅳ　営業外収益     

１．受取利息  4,622   

２．受取配当金  593   

３．投資有価証券売却益  1,329   

４．その他  1,387 7,933 0.2

Ⅴ　営業外費用     

１．支払利息  481   

２．無形固定資産除却損  9,175   

３．投資事業組合損失  6,187   

４．為替差損  1,467   

５．その他  340 17,651 0.4

経常利益   800,731 21.4

Ⅵ　特別損失     

１．固定資産除却損 ※２ 195   

２．事務所移転費用  3,795 3,991 0.1

税金等調整前当期純利
益

  796,739 21.3

法人税、住民税及び事業
税

 418,234   

法人税等調整額  △87,123 331,111 8.8

当期純利益   465,628 12.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

平成18年12月31日　残高（千
円）

742,914 763,392 606,912 2,113,218 ― 7,667 2,120,886

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 93,021 93,014  186,036   186,036

連結子会社増加に伴う減
少

  △184 △184   △184

当期純利益   465,628 465,628   465,628

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額）

    110 △7,667 △7,557

連結会計年度中の変動額合
計
（千円）

93,021 93,014 465,443 651,480 110 △7,667 643,922

平成19年12月31日　残高（千
円）

835,935 856,406 1,072,356 2,764,698 110 ― 2,764,809
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

  

税金等調整前当期純利
益

 796,739

減価償却費  362,034

長期前払費用償却  741,348

受取利息及び受取配当
金

 △5,216

支払利息  481

為替差損  1,325

有形固定資産除却損  195

無形固定資産除却損  9,175

投資有価証券売却益  △1,329

投資事業組合損失  6,187

売上債権の増加額  △252,170

たな卸資産の増加額  △20,435

仕入債務の増加額  149,695

その他の増減額  21,032

小計  1,809,064

利息及び配当金の受取
額

 4,504

利息の支払額  △481

法人税等の支払額  △214,820

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 1,598,267
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当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

  

投資有価証券の取得に
よる支出

 △491,065

投資有価証券の売却に
よる収入

 1,829

有形固定資産の取得に
よる支出

 △121,503

無形固定資産の取得に
よる支出

 △223,993

長期前払費用の増加に
よる支出

 △586,607

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △1,421,339

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

  

株式の発行による収入  178,368

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 178,368

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 △1,325

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額

 353,970

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 1,886,189

Ⅶ　新規連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高

 9,815

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 2,249,976
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

㈱GPパートナーズ

GPパートナーズPlus１投資事業有

限責任組合

㈱GPパートナーズについては、重要

性が増加したことにより、GPパート

ナーズPlus１投資事業有限責任組合

については、当連結会計年度において

新たに設立したことにより当連結会

計年度より連結の範囲に含めること

といたしました。

 (2）主要な非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の決算日等に

関する事項

　すべての連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。

 ②　たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。
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項目
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定額法

平成19年４月１日以降に取得した

もの

定額法

建物（建物附属設備を除く）以外

平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定率法

平成19年４月１日以降に取得した

もの

定率法

 ②　無形固定資産

　会社所定の合理的耐用年数に基づく定

額法によっております。但し、サービス

提供目的のソフトウェアについては、見

込収益獲得可能期間に基づく定額法に

よっております。

(3）重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理になってお

ります。

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度（平成19年12月31日）

該当事項はありません。 

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

支払手数料 334,339千円

広告宣伝費 152,849

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 195千円

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 86,400 6,295 － 92,695

合計 86,400 6,295 － 92,695

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　普通株式の増加6,295株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成17年新株予約権

（注）１
普通株式 6,295 － 6,295 － －

ストック・オプショ

ンとしての新株予約

権（注）２

－ － － － － －

第１回無担保転換社

債型新株予約権付社

債

普通株式 7,348 － － 7,348 －

合計  － － － － －

　（注）１．当連結会計年度の減少は、新株予約権の行使によるものであります。

２．後述の「ストック・オプション等関係」に記載しているため、記載を省略しております。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年12月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 2,246,693

有価証券勘定 3,282

現金及び現金同等物 2,249,976

（リース取引関係）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 9,918 2,304 7,613

合計 9,918 2,304 7,613

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,983千円

１年超 5,630千円

合計 7,613千円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,758千円

減価償却費相当額 1,758千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表上額
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

債券    

その他 99,004 99,190 185

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

1,829 1,329 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

保有目的 内容 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 325,538

MMF 3,282

その他 82,836

合計 411,656

（デリバティブ取引関係）

　　当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 従業員　37名

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式　1,000株

付与日 平成18年４月13日

権利確定条件

付与日（平成18年４月13日）以降、権利確定日（平成20年

３月25日）まで継続して勤務していること。ただし、権利

行使時においても当社の取締役、監査役、従業員その他こ

れに準ずる地位にあること。

対象勤務期間 自平成18年４月13日　至平成20年３月25日

権利行使期間 自平成20年３月26日　至平成25年３月25日

　（注）　株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成19年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  平成18年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前事業年度末（注）  975

付与  ―

失効  210

権利確定  ―

未確定残  765

権利確定後 （株）  

前事業年度末（注）  ―

権利確定  ―

権利行使  ―

失効  ―

未行使残  ―

（注）前期は連結財務諸表を作成していないため前事業年度としております。

②　単価情報

  平成18年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 389,000

行使時平均株価 （円） ―

付与日における公正な評価単価 （円） ―
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（税効果会計関係）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 25,047

その他 16,724

計 41,771

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 69,811

その他 1,370

計 71,182

繰延税金資産合計 112,953

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額 △75

計 △75

繰延税金負債合計 △75

繰延税金資産の純額 112,877

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　オンラインゲーム事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全

セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要

株主

ソネットエ

ンタテイン

メント㈱

東京都品

川区
7,965,891

ネット

ワーク

サービス

関連事業

（被所有）

直接 25.0
―

当社

サー

バーの

ホス

ティン

グ請負

ホスティング

サービス
11,745 買掛金 2,740

新株予約権付

社債の発行
－ 社債 1,100,000

(2）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 植田　修平  ― ―

当社代表

取締役社

長 

（被所有）

直接 2.8
―  ―

新株予約権の

権利行使
72,962 ― ―

役員 安田　剛  ― ―
当社代表

取締役 

（被所有）

直接 2.8
―  ―

新株予約権の

権利行使
52,986 ― ―

役員 李　賢淑  ― ―
当社取締

役 

（被所有）

直接 1.8
―  ―

新株予約権の

権利行使
43,777 ― ―

(3）兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

㈱アエリア

ＩＰＭ

東京都港

区
1,000

版権管理

及びコン

テンツ

ファンド

の組成・

運用

なし なし
版権の

貸借等

版権に係るラ

イセンス供与
40,000 未払金 42,000

　（注）　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

各社における通常の取引条件を勘案して、取引金額を決定しております。
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（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 29,826円95銭

１株当たり当期純利益金額 5,052円37銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
4,658円74銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（千円） 465,628

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 465,628

期中平均株式数（株） 92,160

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数 7,787

（うち新株予約権） （7,787）

希薄化効果を有しないため潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成18年３月25日定時株主総会決

議ストック・オプション

普通株式　765株
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（重要な後発事象）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．株式会社アエリアIPMの株式取得

平成20年２月25日開催の取締役会において、株式会社アエ

リアIPMの株式を取得し子会社化することを決議し、平成

20年２月29日に同社の全株式を取得いたしました。概要は

以下の通りです。

(1)株式会社アエリアIPMの概要について

①商号　株式会社アエリアIPM

②所在地　東京都港区赤坂五丁目２番２０号

③代表者　代表取締役社長　篠崎　高広

④設立年月日　2006年10月

⑤主な事業の内容　版権の取得・管理、コンテンツファン

ドの組成運用

⑥発行済株式総数　普通株式20株

⑦資本の額　100万円（平成20年１月31日現在）

⑧株主構成　株式会社アエリア（100％）

(2)株式の取得の概要について

①取得の内容　普通株式20株を株式会社アエリアより取得

しました。

②取得年月日　平成20年２月29日に20株

なお、株式の取得はすべて現金にて行い、かつ取得に必要

な現金は当社現預金によって行いました。

(3)株式の取得の目的と今後の展開について

　株式会社アエリアIPMは、世界的に著名なコンピュータ

ロールプレイングゲーム『Wizardry6』、『Wizardry7』、『

Wizardry8』、『WizardryGold』の著作権等の一切の権利及

び『ウィザードリィ(Wizardry)』の全世界における商標権

などの権利を取得管理しております。同社が持つ各種権利

に、当社の持つオンラインゲーム配信ノウハウを融合して、

新規オンラインゲーム開発を行うこと等により、長期的に

も様々な事業シナジーが見込めると考えております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱ゲームポット

第１回無担保転換

社債型新株予約権

付社債

平成18年10月３日 1,100,000 1,100,000 － なし 平成22年10月２日

合計 － － 1,100,000 1,100,000 － － －

　（注）１．新株予約権付社債の内容

発行すべき株
式の内容

新株予約権の
発行価額

株式の発行価
格（円）

発行価額の総
額（千円）

新株予約権の行使
により発行した株
式の発行価額の総
額（千円）

新株予約権の
付与割合
（％）

新株予約権の行使期間
代用払込に関
する事項

普通株式 無償 149,500 1,100,000 ― 100
自　平成18年10月４日

至　平成22年10月１日
（注）

　（注）　本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約

権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。

２．連結貸借対照日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

― ― 1,100,000 ― ―

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,886,189   2,230,459  

２．売掛金   484,314   736,484  

３．有価証券   －   3,282  

４．仕掛品   －   20,435  

５．前払費用   16,224   20,032  

６．繰延税金資産   10,625   41,771  

７．その他   13,669   29,352  

流動資産合計   2,411,022 66.1  3,081,818 64.3

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  10,916   34,703   

減価償却累計額  563 10,352  2,399 32,304  

(2）工具器具備品  104,635   187,395   

減価償却累計額  18,353 86,281  67,271 120,123  

有形固定資産計   96,634 2.6  152,427 3.2

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   580,919   412,804  

(2）ソフトウェア仮勘定   264,040   398,098  

無形固定資産計   844,960 23.2  810,902 16.9

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   23,000   122,190  

(2）関係会社株式   10,000   399,863  

(3）出資金   －   600  

(4）長期前払費用   215,460   60,725  

(5）繰延税金資産   15,205   71,106  

(6）敷金保証金   33,604   95,707  

投資その他の資産合計   297,270 8.1  750,193 15.6

固定資産合計   1,238,864 33.9  1,713,523 35.7

資産合計   3,649,887 100.0  4,795,341 100.0
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※１  61,283   210,979  

２．未払金  ※１  152,785   194,590  

３．未払費用   64,794   81,635  

４．未払法人税等   110,400   324,000  

５．未払消費税   16,833   72,202  

６．前受金   －   30,436  

７．預り金   15,228   10,874  

流動負債合計   421,325 11.5  924,719 19.3

Ⅱ　固定負債        

１．社債  ※１  1,100,000   1,100,000  

２．長期未払金   7,675   5,533  

固定負債合計   1,107,675 30.4  1,105,533 23.0

負債合計   1,529,001 41.9  2,030,253 42.3

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   742,914 20.4  835,935 17.4

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  763,392   856,406   

資本剰余金合計   763,392 20.9  856,406 17.9

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  606,912   1,072,635   

利益剰余金合計   606,912 16.6  1,072,635 22.4

株主資本合計   2,113,218 57.9  2,764,978 57.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  110 0.0

評価・換算差額等合計   － －  110 0.0

Ⅲ　新株予約権   7,667 0.2  － －

純資産合計   2,120,886 58.1  2,765,088 57.7

負債純資産合計   3,649,887 100.0  4,795,341 100.0

        

②【損益計算書】
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,937,286 100.0  3,745,802 100.0

Ⅱ　売上原価   919,372 47.5  2,051,439 54.8

売上総利益   1,017,913 52.5  1,694,362 45.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  542,875 28.0  879,741 23.5

営業利益   475,038 24.5  814,621 21.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  32   4,413   

２．受取配当金  －   593   

３．投資有価証券売却益  －   1,329   

４．業務受託手数料  6,649   －   

５．その他  497 7,178 0.4 1,387 7,724 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  1,026   481   

２．株式交付費  5,039   －   

３．無形固定資産除却損  －   9,175   

４．投資事業組合損失  －   10,136   

５．為替差損  2,846   1,467   

６．支払手数料  5,655   －   

７．その他  474 15,041 0.8 340 21,600 0.5

経常利益   467,175 24.1  800,745 21.4

Ⅵ　特別利益        

１．新株予約権戻入益  66   －   

２．情報流出関係補填金 ※２ 7,339 7,406 0.4 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 3,147   195   

２．情報流出関係費用  4,969   －   

３．事務所移転費用  －   3,795   

４．その他  2,397 10,514 0.5 － 3,991 0.1

税引前当期純利益   464,067 24.0  796,754 21.3

法人税、住民税及び事業
税

 198,723   418,153   

法人税等調整額  △8,487 190,237 9.9 △87,123 331,030 8.9

当期純利益   273,829 14.1  465,723 12.4
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　支払ロイヤリティ  658,691 71.6 1,296,483 63.2

Ⅱ　労務費  80,725 8.8 216,917 10.6

Ⅲ　外注加工費  4,303 0.5 6,647 0.3

Ⅳ　ソフトウェア償却費  80,705 8.8 322,979 15.7

Ⅴ　その他  94,946 10.3 208,411 10.2

売上原価  919,372 100.0 2,051,439 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成17年12月31日　残高（千円） 100,410 120,890 333,082 554,382 10,170 564,553

事業年度中の変動額       

新株の発行 642,504 642,502  1,285,006  1,285,006

当期純利益   273,829 273,829  273,829

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

    △2,502 △2,502

事業年度中の変動額合計（千円） 642,504 642,502 273,829 1,558,835 △2,502 1,556,332

平成18年12月31日　残高（千円） 742,914 763,392 606,912 2,113,218 7,667 2,120,886

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金

その他利益
剰余金 その他有価

証券評価差
額金繰越利益剰

余金

平成18年12月31日残高（千円） 742,914 763,392 606,912 2,113,218  7,667 2,120,886

事業年度中の変動額        

新株の発行 93,021 93,014  186,036   186,036

当期純利益   465,723 465,723   465,723

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

    110 △7,667 △7,557

事業年度中の変動額合計（千円） 93,021 93,014 465,723 651,759 110 △7,667 644,202

平成19年12月31日残高（千円） 835,935 856,406 1,072,635 2,764,978 110 － 2,765,088
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

  

税引前当期純利益  464,067

減価償却費  91,615

長期前払費用償却  161,181

受取利息及び受取配当
金

 △32

支払利息  1,026

固定資産除却損  3,147

新株予約権戻入益  △66

売上債権の増加額  △240,138

仕入債務の減少額  △55,770

未払消費税等の減少額  △28,909

未払費用の増加額  32,915

その他の減少額  △36,749

小計  392,286

利息及び配当金の受取
額

 32

利息の支払額  △1,026

法人税等の支払額  △253,646

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 137,645
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

  

投資有価証券の取得に
よる支出

 △23,000

関係会社株式の取得に
よる支出

 △10,000

有形固定資産の取得に
よる支出

 △75,966

無形固定資産の取得に
よる支出

 △680,788

長期前払費用の増加に
よる支出

 △355,641

貸付による支出  △200

貸付金の回収による収
入

 200

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △1,145,396

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

  

社債の発行による収入  1,100,000

株式の発行による収入  1,282,570

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 2,382,570

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額

 1,374,819

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 511,370

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 1,886,189
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 

 

(2）その他有価証券

──────

 

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

────── 仕掛品

　個別法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。但し、建物（建

物付属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定額法

平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法

建物（建物附属設備を除く）以外

平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

 

 

(2）無形固定資産

　会社所定の合理的耐用年数に基づく定額

法によっております。但し、サービス提供

目的のソフトウェアについては、見込収益

獲得可能期間に基づく定額法によってお

ります。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４．繰延資産の処理方法

 

(1）株式交付費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

(1）株式交付費

同左

 

 

（追加情報）

　当事業年度より、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会　平成18年８月11日　企業会計基準

実務対応報告第19号）を適用しておりま

す。

　これにより従来の新株発行費について

は、当事業年度より株式交付費として表示

しておりますが、これに伴う損益に与える

影響はありません。

──────

 

　

 

 

(2）社債発行費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

──────

　

５．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理になっております。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

──────

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。

──────

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,113,218千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

──────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（貸借対照表）

　流動負債の「未払金」は、前事業年度まで流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度に

おいて、金額的重要性が増したため区分掲記しました。

　なお、前事業年度末の「未払金」は10千円であります。

──────

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債 ※１　関係会社に対する資産及び負債

社債 1,100,000千円 買掛金 2,740千円 

未払金 42,000千円 

社債 1,100,000千円 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は61％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は39％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は59％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は41％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 37,324千円

従業員給与賞与 32,927千円

支払手数料 206,225千円

広告宣伝費 111,424千円

支払報酬 50,843千円

減価償却費 1,010千円

役員報酬 49,350千円

従業員給与賞与 94,383千円

地代家賃 57,480千円

支払手数料 334,309千円

広告宣伝費 152,849千円

減価償却費 3,674千円 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※２　　　　　　　――――――――

情報流出関係補填金 7,339千円   

※３　固定資産除却損は、建物1,099千円、ソフトウェア933

千円等であります。

※３　固定資産除却損は、建物195千円であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 76,200 10,200 － 86,400

合計 76,200 10,200 － 86,400

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　普通株式の増加10,200株は、新株予約権の権利行使による新株の発行2,000株と第三者割当増資による新株の発行

8,200株によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社

平成17年新株予約権

（注）１
普通株式 8,350 － 2,055 6,295 7,667

ストック・オプショ

ンとしての新株予約

権（注）２

普通株式 － － － － －

第１回無担保転換社

債型新株予約権付社

債（注）３

普通株式 － 7,348 － 7,348 －

合計  8,350 7,348 2,055 13,643 7,667

　（注）１．当期減少のうち2,000株は新株予約権の行使によるもので、55株は新株予約権の償却によるものであります。

２．後述の「ストック・オプション等関係」に記載しているため、記載を省略しております。

３．当事業年度の増加分7,348株は、第三者割当によるものです。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 1,886,189

現金及び現金同等物 1,886,189

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 6,546 545 6,000

合計 6,546 545 6,000

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 9,918 2,304 7,613

合計 9,918 2,304 7,613

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,309千円

１年超 4,691千円

合計 6,000千円

１年内 1,983千円

１年超 5,630千円

合計 7,613千円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 545千円

減価償却費相当額 545千円

支払リース料 1,758千円

減価償却費相当額 1,758千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成18年12月31日現在）

時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前事業年度（平成18年12月31日）

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 23,000

当事業年度（平成19年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 従業員　37名

ストック・オプションの数（注） 普通株式　1,000株

付与日 平成18年４月13日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（権利行使期間の開始日の前日）

まで継続して勤務していること。ただし、権利行使時にお

いても当社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる

地位にあること。

対象勤務期間 －

権利行使期間 平成20年３月26日～平成25年３月25日

　（注）　株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  平成18年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前事業年度末  1,000

付与  －

失効  25

権利確定  －

未確定残  975

権利確定後 （株）  

前事業年度末  －

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  －

②　単価情報

  平成18年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 389,000

行使時平均株価 （円） －

公正な評価単価（付与日） （円） －
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 9,183

その他 1,442

計 10,625

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 14,083

その他 1,121

計 15,205

繰延税金資産合計 25,830

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 25,047

その他 16,724

計 41,771

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 69,811

その他 1,370

計 71,182

繰延税金資産合計 112,953

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額 △75

計 △75

繰延税金負債合計 △75

繰延税金資産の純額 112,877

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事実上
の関係

その他の

関係会社

ソネットエ

ンタテイン

メント株式

会社

東京都品

川区

資本金

7,965,891

ネット

ワーク

サービス

関連事業

(被所有)

直接26.85
－

新規登

録会員

獲得協

力等

新株予約権付

社債の発行
1,100,000

新株予約

権付社債
1,100,000

(2）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 安田　剛  ― ―

当社代表

取締役会

長 

（所有）

直接 0.8
―  ―

新株予約権の

権利行使
20,259 ― ―

役員 李　賢淑  ― ―
当社取締

役 

（所有）

直接 0.1
―  ―

新株予約権の

権利行使
2,975 ― ―

役員 下川和久  ― ―
 当社監

査役

（所有）

直接 ―
 ― ― 

 新株予約権

の権利行使
2,125  ― ―
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 24,458円55銭

１株当たり当期純利益金額 3,525円07銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
3,152円15銭

１株当たり純資産額 29,829円96銭

１株当たり当期純利益金額 5,053円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
4,659円69銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 273,829 465,723

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 273,829 465,723

期中平均株式数（株） 77,681 92,160

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数 9,190 7,787

（うち新株予約権） (9,190) （7,787）

希薄化効果を有しないため潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成18年３月25日定時株主総会決

議ストック・オプション普通株式

1,000株

平成18年３月25日定時株主総会決

議ストック・オプション普通株式　

765株
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．重要な新株の発行

（新株予約権の権利行使）

　第１回新株予約権の権利行使により新株6,295株を発行

し資本金が93,021千円増加し835,935千円となりました。

１．株式会社アエリアIPMの株式取得

平成20年２月25日開催の取締役会において、株式会社アエ

リアIPMの株式を取得し子会社化することを決議し、平成20

年２月29日に同社の全株式を取得いたしました。概要は以

下の通りです。

(1)株式会社アエリアIPMの概要について

①商号　株式会社アエリアIPM

②所在地　東京都港区赤坂五丁目２番２０号

③代表者　代表取締役社長　篠崎　高広

④設立年月日　2006年10月

⑤主な事業の内容　版権の取得・管理、コンテンツファンド

の組成運用

⑥発行済株式総数　普通株式20株

⑦資本の額　100万円（平成20年１月31日現在）

⑧株主構成　株式会社アエリア（100％）

(2)株式の取得の概要について

①取得の内容　普通株式20株を株式会社アエリアより取得

しました。

②取得年月日　平成20年２月29日に20株

なお、株式の取得はすべて現金にて行い、かつ取得に必要な

現金は当社現預金によって行いました。

(3)株式の取得の目的と今後の展開について

　株式会社アエリアIPMは、世界的に著名なコンピュータ

ロールプレイングゲーム『Wizardry6』、『Wizardry7』、『

Wizardry8』、『WizardryGold』の著作権等の一切の権利及

び『ウィザードリィ(Wizardry)』の全世界における商標権

などの権利を取得管理しております。同社が持つ各種権利

に、当社の持つオンラインゲーム配信ノウハウを融合して、

新規オンラインゲーム開発を行うこと等により、長期的に

も様々な事業シナジーが見込めると考えております。

２．当社は、中国のASIA PACIFIC BROADBAND N

ETWORKS社との間で、オンラインレーシングゲーム

『Level-R』の中国（各自治区を含み、台湾地域、香港特

別区、澳門特別区を除く）における地域独占配信権の

付与契約を平成19年２月15日付で締結致しました。

今回の契約により、ASIA PACIFIC BROADBAND 

NETWORKS社の関係会社である、中国国内でのレーシ

ングゲーム運営成功実績を持つJoyzone Shanghaiを通

じ、オンランインゲーム人口の増加が著しい中国国内

へ、『Level-R』が配信されることになります。

(1）契約の相手会社の名称

ASIA PACIFIC BROADBAND NETWORKS社（本

社：中国香港特別区）

(2）契約の内容

契約期間

正式サービス開始日から３年間

(3）営業活動へ及ぼす重要な影響

　当社の主力ビジネスでありますオンラインゲーム事

業の海外事業展開の先駆けとして、当社事業の中長期

的な収益の向上に寄与していくものと考えておりま

す。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社ポンスビック 8,000 20,000

株式会社クロスゲームズ 3,000 3,000

計 11,000 23,000

【その他】

  種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他有

価証券
ダイワMMF 3,282,644 3,282

投資有価証

券

その他有

価証券
ダイワ世界債券F 93,938,832 99,190

計 97,221,476 102,472

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 10,916 24,006 220 34,703 2,399 1,859 32,304

工具器具備品 104,635 82,760 ― 187,395 67,271 48,917 120,123

有形固定資産計 115,551 106,766 220 222,098 69,670 50,777 152,427

無形固定資産        

ソフトウェア 677,462 142,729 ― 820,192 407,387 310,844 412,804

ソフトウェア仮勘定 264,040 239,592 105,534 398,098 ― ― 398,098

無形固定資産計 941,503 382,321 105,534 1,218,290 407,387 310,844 810,902

長期前払費用 377,412 587,684 1,060 964,036 903,311 741,359 60,725

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

　（注）　当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。

 工具器具備品増加額 サーバーの購入  62,640千円

 ソフトウェア増加額 オンラインゲームライセンス 114,563 千円

 ソフトウェア仮勘定増加額 オンラインゲームライセンス 142,066千円

 ソフトウェア仮勘定減少額 ソフトウェア勘定 への振替 96,358千円

 長期前払費用増加額 オンラインゲームミニマムギャランティ－ 586,607千円

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 125

預金  

普通預金 312,481

定期預金 1,617,853

譲渡性預金 300,000

合計 2,230,459

２）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ウェブマネー 328,060

GMOペイメントゲートウェイ株式会社 171,332

NHN Japan株式会社 102,201

株式会社NTTカードソリューション 42,738

株式会社ガマニアデジタルエンターテインメント 40,702

その他 51,448

合計 736,484

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

484,314 3,640,394 3,388,223 736,484 82.1 61

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

３）仕掛品

品目 金額（千円）

海外サブライセンス 20,435

合計 20,435

②　固定資産

　関係会社株式

区分 金額（千円）

㈱GPパートナーズ 10,000

GPパートナーズPlus１投資事業有限責任組合 389,863

合計 399,863

③　流動負債

１）買掛金
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相手先 金額（千円）

株式会社スクウェア・エニックス 77,876

HanbitSoft,Inc. 47,473

NHNIapan株式会社 40,696

メディアエクスチェンジ株式会社 24,818

Ndoors Inc. 12,473

その他 7,640

合計 210,979

２）未払法人税等

区分 金額（千円）

法人税 216,553

事業税 61,557

住民税 45,888

合計 324,000

④　固定負債

１）社債

相手先 金額（千円）

ソネットエンタテインメント株式会社 1,100,000

合計 1,100,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 ――――――

株式の名義書換  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。電子公告ができない事由の場合は、日本経済新

聞に掲載する。

Http://www.gamepot.co.jp/ir/koukoku.aspx

株主に対する特典
12月31日現在の株主に対し、所有株式数に応じて当社のオンラインゲーム

の優待券を交付する。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の親会社等である株式会社アエリアは、大阪証券取引所ヘラクレスに上場しており、継続開示会社であります。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第６期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

平成19年３月26日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月８日関東財務局長に提出

事業年度（第６期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(3）半期報告書

事業年度（第７期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

平成19年９月27日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成19年９月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の特定子会社の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年３月21日

株式会社ゲームポット  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 村山　憲二　　印

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 原科　博文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ゲームポットの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ゲームポット及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上 

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成１９年３月２４日

株 式 会 社 ゲ ー ム ポ ッ ト  

 取　締　役　会  御　中    

 み　す　ず　監　査　法　人  

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士 村　山　憲　二

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士 原　科　博　文

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ゲームポットの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲー

ムポットの平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年３月21日

株式会社ゲームポット  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士 村山　憲二　　印

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 原科　博文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ゲームポットの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲー

ムポットの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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